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1. まえがき 

 

2013 年 1 月に始まった船舶エネルギー効率管理計画書（SEEMP）の強制化や 2019 年 1 月から開始されている

燃料消費実績報告制度（DCS）によって，実海域性能はこれまでより一層高いレベルを求められている．このた

め近年では多くの船で省エネ運航を目的としてモニタリングデータによる運航評価が行われている．精度の高い

運航評価をするためには船舶の遭遇海象を計測して評価する必要があり，特に波の計測は波浪中抵抗増加を推定

するための重要な情報である． 
本研究では波の計測方法として波高計を用いる方法に注目した．波高，波周期は 1 台の波高計で得られる水面

波形からスペクトル解析により計算することができる．実際にドップラー式波高計と FMCW（周波数変調連続波）

方式波高計を用いた実海域試験も実施されていて，2 つの方式で同等のスペクトル形状が得られることが示され

ている 1)．一方で波向は複数の波高計による計測値の相関から求める必要がある．実海域は多方向不規則波であ

り，波は角周波数と波向を変数とした方向スペクトルにより表現することができる． 
方向スペクトルを求める標準的な方法としては直接フーリエ法 2) ，分布関数あてはめ法 3)，パラメータ法 4),5) ，

最尤法 6) がある 7)．直接フーリエ法では一般的に方向分解能が低い，分布関数あてはめ法では仮定された関数以

外の方向分布形状を表現できない，パラメータ法ではパラメータの値に依存する，といった課題があり 8)，最尤

法では分解能が高いが推定値が発散する場合などいくつかの問題点も指摘されている 9)．実船計測での実用化を

目標とすると，方向スペクトルの推定は推定手法による違いもあり定量的な精度評価が難しい．また船体を一つ

の波浪計とみなして船体運動から波スペクトルを推定する方法についても多く検討されている 10),11),12),13),14)．しか

し近年では船のサイズが大型化しているため相対的に短波長の波が多くなり，その波長では船体動揺が小さいた

め精度が下がるという課題がある． 
そこで本研究では基礎的かつ簡便な方法として波高計を用いて計測し任意の角周波数に応じて波向を推定する

方法について検討し，シミュレーション波形により設定波向との比較を行った．波浪スペクトルそのものではな

く，波高・波周期・波向を求める方法として提案されている方法 15)を基礎として実際の計測で必要となる前進速

度影響の評価を行い，そこで明らかになった課題を解決する方法を検討した．また実用化に向けて船体動揺の除

去についても検討しプログラム実装を行った．その内容を報告する． 
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2.   複数台の波高計による波向推定方法の検討 

 
複数台の波高計による水面波形から任意の角周波数に応じて波向を推定する方法について検討する． 

 
2.1 波向の求め方 

（１）幾何学的関係 
図 2.1に示す通り波高計が3台（W1, W2, W3）あるとする．規則波を想定してW1とW2の位相差を 12 ，距離を 12L ， 

W1 と W3 の位相差を 13 ，距離を 13L とすると，幾何学的関係より位相差は(2.1)式，(2.2)式のとおり表すことがで

きる 15)．ここで k は入射波の波数であり(2.3)式で定義されは入射波の波長である．また 1 , 2 ,  には(2.4)式
の関係がある． 

 
12 12 1cosL k            (2.1) 

13 13 2cosL k            (2.2) 

2k 


            (2.3) 

2 1              (2.4) 
 

W1(x1,y1)

W2(x2,y2)

W3 (x3,y3)

wave

x

y

 
図2.1 座標 

 
ここで， 12 と 13 の比をとって(2.4)式を代入すると(2.5)式となり波向 1 は(2.6)式の通り表すことができる．  
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（２）相互相関関数 
 位相差 12 ， 13 を求めるために， 2 組の波高計の組み合わせ W1と W2，W1と W3で得られる波形からそれぞれ

相互相関関数を求める．W1 と W2 の相互相関関数は(2.7)式に示す通り求める．実際には離散データのため (2.8)
式～(2.10)式の通りとなる．ここで， 12 ( )r  は時間差 を変数とした相互相関関数， 1x は W1 より得られる水面変

位， 2x は W2より得られる水面変位，x1は 1x の全区間の平均，x2は 2x の全区間の平均であり， 12 ( )R k はデータ

数 k ずらした場合の離散化した相互相関関数， 1m は 1x の平均， 2m は 2x の平均であり，総和区間は mk から mk と

する．W1と W3の相互相関関数についても同様に求める． 
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（３）位相差 
 位相差は 2 通りの求め方を検討する．海洋波は実際には不規則波であるが 1 つ目の方法では規則波と同様の考

え方で相互相関関数のピークの時間差を波の到達時間差，W1の波形のスペクトルピークの角周波数（以降卓越角

周波数とする．）を代表角周波数と考え， 12 を(2.11)式により求める．ここで，p1はW1の波形より求められる卓

越角周波数，p12は W1と W2の相互相関関数のピークの時間差である．図 2.2 に求め方を示す． W1と W3の計測

値の位相差 13 についても同様に求める．この方法より求められる位相差を用いて(2.6)式より推定する波向を r

とする． 
 

12 1 12p p                     (2.11) 
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図2.2 位相差の求め方（相互相関関数のピークの時間差を用いる方法） 

 
2 つ目は海洋波を実際に即して不規則波ととらえ，クロススペクトルより求める方法である 15)．W1と W2の計

測値に関してクロススペクトルは角周波数 に応じて(2.12)式より求める．ここで 12 ( )r  はW1とW2の相互相関関

数である． 
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クロススペクトルは複素数であり，(2.13)式のとおりコスペクトル oC とクオドスペクトル uQ を用いて表現する

ことができ， 12 は(2.14)式で求められる．(2.14)式に(2.12)式，(2.13)式を代入して離散化すると(2.15)式となる． 
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代表角周波数は 1 つ目の方法と同様に W1 の波形から計算する．この方法では任意の角周波数で位相が計算で

きるため，風波とうねりの方向が異なるような場合でも一番高いピークの角周波数と二番目に高いピークの角周

波数でそれぞれで波向を求めることで風波とうねりそれぞれの波向を表現することができる． 
(2.15)式の k は(2.16)式，k は(2.17)式で定義する．fはサンプリング周波数である．これは 2 つの波形に相関が

みられる範囲として，p12 を中心として に応じた周期の WN 倍離れた時間差までを積分することを表現してい

る．Nwについては 2.4 節で詳細を示す．図 2.3 に相互相関関数と積分範囲を，図 2.4 に位相差の求め方を示す．

W1とW3の位相差に関しても同様の方法で求めることができる．この方法より求められる波向をcpとする． 
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図2.3 相互相関関数と積分範囲 
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図2.4 位相差の求め方（クロススペクトルを用いる方法） 

 
2.2 4台以上の波高計を用いる場合への拡張方法 

波向は 3 台の波高計から求めることができるが，4 台以上の波高計があれば波高計が船の波下側にあり計測が

難しい場合でも，補間し合うことでより高精度に推定することが可能となる．その場合 3 台の波高計の組み合わ

せを複数作成して，精度が高いと考えられる組み合わせの結果を平均する必要がある．2.1 節に示した通り，本研

究の波向推定では角周波数を一つの波高計のスペクトルから求めて代表させるため，その波高計をメインの波高

計Wpとして区別し，3 台のうち 2 台の波高計Wi，Wjは残りの波高計から抽出する．波高計W1~W4を設置した場

合の組み合わせ例を表 2.1 に示す．  
 

表2.1 波高計組み合わせ例 

Wp  Wi  Wj  

W1 
W2 

W3 
W4 

W3 W4 

W2 
W1 

W3 
W4 

W3 W4 

W3 
W1 

W2 
W4 

W2 W4 

W4 
W1 

W2 
W3 

W2 W4 
 
2.3 検証（3台の波高計） 
 2.1 節で検討した波向推定方法について検証を実施する．検証には single summation 法 16)で求めたシミュレー

ション波形（不規則波）を用いた．波形作成においては時系列の繰り返しを避けるため，周波数分割を不等間隔

にしている．波設定は BF6 代表海象とした．表 2.2 に波設定を示す．ここで，Tpは卓越波周期，Tpsは 1/60 の模

型船を想定した実船相当の卓越波周期，H1/3は有義波高，H1/3sは 1/60 の模型船を想定した実船相当の有義波高で

ある．周波数スペクトラムは JONSWAP 型，方向分布関数はコサイン 2 乗型とした．(2.16)式，(2.17)式の WN は

試行により 5 として検証を実施した．この妥当性については 2.4 節で検証する．また解析時間は実用的に船上で

確認して随時操船へフィートバックするような場合も想定して 60 秒（実船スケールで約 8 分程度）とし，角周波
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数の刻み幅による波向推定精度への影響を小さくするため，スペクトル解析ではスプライン補間により0.01[rad/s]
刻みの角周波数を求めている 
 

表2.2 波設定 

Tp[s] (Tps[s]) H1/3[m] (H1/3s[m]) 
0.865 6.7 0.05 3 

 
波高計位置を図 2.5 に示す．W1とW2, W1とW3の波高計間距離は 0.2[m]であり，実船スケールで 1.2[m]である．

設定波向は y 軸のプラスからマイナスへ向かう方向を 0 度，右回りを正として，0 度~330 度の 30 度刻みとした． 
また設定波向 0 度の W1，W2，W3それぞれの波高計位置で得られた波形を図 2.6 に示す．水槽試験を模して造波

開始から停止までの水面波形を使用した． 
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図2.5 波高計位置（3つの波高計） 
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図2.6 波形時系列例 

 
設定波向ごとの計算結果を図 2.7 に示す． rd は相互相関関数のピークの時間差で求めたrと設定波向0との

差，dcpはクロススペクトルで求めた cpと設定波向0との差であり，(2.18)式，(2.19)式により計算する．それ

ぞれの設定波向で 3 点ずつ結果があるが，メインの波高計をW1, W2, W3とした場合のそれぞれの結果である．図

2.7 よりおおよそ±10 度以内で推定が出来ていることを示した． 
 

0r rd                     (2.18) 

0cp cpd                     (2.19) 
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図2.7 設定波向と推定結果との差 

 

2.4 積分範囲の検討 

これまでの検討では試行計算により NW=5 としていたが，その妥当性の検証として 2.3 節の波高計位置，波設

定の波形によりNWを変化させた場合の波向とコヒーレンスを求めた．コヒーレンスは(2.20)式に示す通りである．

ここで 2coh ( ) は xと yのコヒーレンス， ( )xyS  は xと yのクロススペクトル， ( )xxS  ， ( )yyS  はそれぞれ x, y

のスペクトルを示す．  
 

2

2
( )

coh ( )
( ) ( )
xy

xx yy

S

S S




 
                 (2.20) 

 
W1, W2, W3それぞれの波形より得られる自己相関関数と相互相関関数を図 2.8, 図 2.9 に示す．ここで R11, R22, R33

はそれぞれW1, W2, W3の波形より得られる自己相関関数であり，R12はW1とW2，R13はW1とW3，R23はW2とW3

より求められる相互相関関数である． は自己相関関数，相互相関関数における時間差である．自己相関関数 R11

は(2.21)式の通り求める．ここで 1x は W1より得られる水面変位， k は移動するデータ数， 1m は 1x の平均で(2.9)
式より求め，総和区間は mk から mk とする．R22, R33も同様に求める．また相互相関関数は(2.8)式より求める．な

お自己相関関数，相互相関関数はピークで 1 となるように無次元化している． 
 

   

   

m2 1

1 m 1 1 m 1
1

11 2 1 2 1
2 2

1 m 1 1 m 1
1 1

( 1) ( 1 )
( )

( 1) ( 1 )
m m

i k

i
i k i k

i i

x i k m x i k k m
R k

x i k m x i k k m









 

 



   

 

       


        



 
   (2.21) 
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図2.8 自己相関関数 
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図2.9 相互相関関数 

 
 をピークの角周波数pとし，Nwを変更してコヒーレンスと波向を計算した結果をそれぞれ図 2.10，図 2.11 に

示す．図 2.10 では W1をメインの波高計とした結果を左上に，W2をメインの波高計とした結果を右上に， W3を

メインの波高計とした結果を下に示す．ここで coh12, coh13, coh23 はそれぞれ W1と W2，W1と W3，W2と W3より

得られるコヒーレンスである．また図 2.11 中 1cpd は W1をメインの波高計とした場合の， 2cpd は W2をメインの

波高計とした場合の， 3cpd は W3をメインの波高計とした場合の設定波向と推定波向との差を示す． 
 図 2.10 よりコヒーレンスは Nw=3~5 で安定することがわかる．また図 2.11 より Nw=3~5 で計算結果と設定波向

との差が比較的小さいことがわかる．これより今回の波形では Nw=3~5 が妥当であることを示した．図 2.11 にお

いて Nw の増加とともに設定波向と推定波向の差が大きくなっているが，これは相関のほとんどない部分を多く

積分範囲に含めていることが原因である． 
 

0.6

0.7

0.8

0.9

1

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10
Nw

coh12 coh13

 

0.6

0.7

0.8

0.9

1

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10
Nw

coh12 coh23

 

0.6
0.7
0.8
0.9
1

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10
Nw

coh13 coh23

 
図2.10 コヒーレンス 
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図2.11 積分範囲変更による設定波向と計算波向の差 

 
2.5 検証（10台の波高計） 

10 台の波高計による検証結果について示し，高精度に推定できる条件を検討する．波高計位置はランダムに図

2.12 の通りとした． 
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図2.12 波高計位置（10台の波高計） 

 
波設定は表 2.2 とし，設定波向は 0 度，90 度，180 度，270 度とする．それぞれの設定波向の計算結果を図 2.13

～図 2.16 に示す．全ての組み合わせで計算した結果を all とし，波高計のなす角が推定精度に影響を与えると考

えられることから r との関係を図中 a に，cpとの関係を図中 b に示す．また相互相関関数のピークの値が大

きいほど波形の相関が高く精度が高いと考えられる．ここで 3 台の波高計から計算される相互相関関数はメイン

の波高計を Wp，残り 2 台の波高計を Wi, Wjとすると Wpと Wiより rpiが，Wpと Wjより rpjが計算されるが，パラ

メータを減らすために rxm =rpi  rpjとする．全ての組み合わせで計算した結果を all とし，相互相関関数と推定波向

との関係として r と rxmの関係を図中 c に，cp と rxmの関係を図中 d に示す． 
また全ての組み合わせによる検証よりが度以上度以下でかつ xmr が以上であれば適切に推定できてい

ることがわかったため，その条件で抽出したデータを ex として示す． 

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a:計算結果（と r ） b: 計算結果（と cp ） 
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c:計算結果（ xmr と r ） d:計算結果（ xmr と cp ） 

図2.13 計算結果（ 0 0   ） 
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図2.14 計算結果（ 0 90   ） 
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図2.15 計算結果（ 0 180  ） 
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図2.16 計算結果（ 0 270  ） 

 
それぞれの波向について最終波向を ex の平均より求め，設定波向との差を表に示す．表 2.3 より設定波向と

推定波向の差が±10 度以内で推定できることを示した． 
船上計測する場合，波下に設置した波高計は船の陰になって適切に計測できない場合もある．そのような場合

でも条件抽出することで波高計の数が多いほど補完して適切に最終波向が推定できることを示した．
 

表2.3 設定波向と推定波向の差 

0 [deg.] rd [deg.] dcp [deg.]
  

  

  

  

 
 設定波向と推定波向の差は相互相関関数のピークより計算する波向とクロススペクトルより計算する波向でい

ずれも±10 度以内で推定できていて，検証した波設定であればどちらの方法でも適切に抽出すれば同程度の精度

で波向を求めることができると考えられる．クロススペクトルより波向を求める方法では，風浪とうねりのよう

に 2 方向波でそれぞれの角周波数が異なる場合には対応した波向が得られるため有用である．一方で相互相関関

数のピークより計算する波向は計算方法が非常に単純であることから波全体のおおよその波向を 1 つ求める際に

は有用であるが，多方向波で複数の角周波数が混ざり合った波には適用できない． 
 
 

3． 前進速度影響 

 
これまでは観測点が静止している状態を想定していたが，波高計が船に取り付けられている場合を想定して前

進速度影響について検討する． 
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（１）検証方法 
 前進速度を想定したシミュレーション波形を作成して検証を実施した．前進速度は実船スケールで 20knot を想

定して 1/60 スケールで 1.33[m/s]とする．波設定は 2 章の検証と同じ表 2.2 の設定とする．波高計位置は図 2.12 と

し，設定波向は 0deg.～330deg.で 30 度刻みとする． 推定波向はが度以上度以下でかつ xmr が以上を抽出

して平均した値とする．ここでは波の位相速度が船の速度より速い場合を対象にしているが，船の速度が波の位

相速度より速く，追波の場合には計測値から向波と追波の判別がつかないため注意が必要である． 
（２）波向計算結果 
 設定波向との差 rd , dcpについて図 3.1 に前進速度なしの結果を，図 3.2 に前進速度ありの結果を示す． 
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図3.1 波向計算結果（前進速度なし） 
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図3.2 波向計算結果（前進速度あり） 

 
図 3.1，図 3.2 より dcpは前進速度がある場合に設定波向によるバラツキが大きく，最大で 30 度程度の差があ

ることがわかった．  
（３）相互相関関数における前進速度影響 
W1とW2の相互相関関数 r12（無次元値）について前進速度なしの結果を図 3.3 に，前進速度ありの結果を図 3.4

に示す．前進速度がある場合は相互相関関数のピークの時間差（p）から時間が離れるに従い相互相関関数が乱

れる傾向がある．ここで，これまでの検討における積分範囲を図 3.3，図 3.4 に box として示すと，前進速度があ

る場合は積分範囲に相互相関関数の乱れた部分を含んでいることが分かる．そこでpで 1 となり積分範囲の端で

0 となるようなウィンドーをかけることによりpから離れた部分の寄与を小さくすることを検討した． 
ウィンドーは (3.1)式に示す hanning と，(3.2)式に示す parzen の 2 つを検討した．図 3.3，図 3.4 に hanning，parzen

として示す．hanning はスペクトルの計算でよく用いられるウィンドーであるが，parzen は位相を求める際のウィ

ンドーとして hanning よりも好ましい結果を与えるとされる 17)．ここで， m は(3.3)式に示す通りである．  
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図3.3 波高計W1と波高計W2の相互相関関数とウィンドー（前進速度なし） 
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図3.4 波高計W1と波高計W2の相互相関関数とウィンドー（前進速度あり） 

 
それぞれのウィンドー（box, hanning, parzen）によって得られた結果 dcp(b)， dcp(h)， dcp(p)と参考として rd

を，前進速度がない場合を図 3.5 に，前進速度がある場合を図 3.6 に示す． 
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図3.5 ウィンドーによる波向計算結果の違い（前進速度なし）  
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図3.6 ウィンドーによる波向計算結果の違い（前進速度あり） 

 
図 3.5 より前進速度がない場合はウィンドーが hanning，parzen でも box と同等の精度で推定できていることがわ

かる．図 3.6 より，前進速度がある場合は box では推定結果にばらつきがあり設定波向とも差があったがウィン

ドーとして hanning，parzen を適用させると推定結果は明確に向上している．わずかな差ではあるが hanning より

も parzen の方がより設定波向に近い推定結果となった．また設定波向との差は 10 度以内である．以上よりウィ

ンドーとしてparzenを用いることで前進速度がある場合でも前進速度がない場合と同等の精度で推定できること

が確認できた． 
 
 

4． 船体運動の考慮 

 
 実際に船で計測することを想定すると，事前処理として計測された水位から船体運動を除去する必要がある．

波高計は船上に設置するため船体運動を把握して上下変位分を除去する必要がある．ここでは波高計と加速度計

を同じ場所に設置する場合を想定して加速度計の計測値から上下変位を適切に求める方法を検討する．なお船自

身がつくる非定常波についてはその影響が小さくなるような場所（船首部や張り出し部）に設置することを想定

する． 
 

4.1 加速度から上下変位を求める方法 

 波高計と加速度計が同じ場所に設置されている場合を想定し，波高計の計測値から船体運動を差し引いた水面

変位を求める方法を検討する． を船体運動を差し引いた水面変位， ob を船上(onboard)で計測された水面変位，

obz を船上(onboard)で加速度計から得られる船体運動による上下変位とすると(4.1)式の通りとなる．  
 

ob obz             (4.1) 
 
上下変位は加速度 na を(4.2)式～(4.6)式に示す通り 2 回積分して求める．積分ごとにオフセット修正を行い，累

積誤差修正として移動平均を差し引く．ここで， nv は加速度を 1 回積分させた速度， s はサンプリング周期，vave
は計測範囲の ( )v n の平均， 2 ( )v n はオフセット修正をした速度，v2ave は 2 ( )v n の移動平均， 3 ( )v n は移動平均を差

し引いた速度， ( )z n は 3 ( )v n を 1 回積分して得られる上下変位，zaveは計測範囲の ( )z n の平均， 2 ( )z n はオフセッ

ト修正をした上下変位である． 
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4.2 検証 

検証は実船で計測された上下方向の加速度計データにより実施する．対象船は船長 190m の自動車運搬船であ

り，検証用データの加速度計はブリッジに設置しているが，波向推定としては波高計と同じ位置に設置すること

を想定している．図 4.1 に加速度のデータ aを示す．ここで加速度の平均値が 9~10 [m/s2]にオフセットしている

がこれは重力加速度の影響である．上下変位への変換ではオフセット修正をしているのでこの影響は除去される． 
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図4.1 加速度計データ（上下方向） 

 

図4.1の加速度計データより(4.2)式～(4.6)式により上下変位 zを求めた．その結果を図4.2に示す．ここでw/o rev
は移動平均をしていない場合，TN=0.2s は 0.2 秒区間で移動平均をした場合，TN=1s は 1 秒区間で移動平均をし

た場合，TN=20s は 20 秒区間で移動平均をした場合，TN=60s は 60 秒区間で移動平均をした場合である．なお移

動平均はデータの前後の区間を使用しているためそれぞれ最初の移動平均区間の半分の時間（TN=0.2s では 0.1
秒，TN=1s では 0.5 秒，TN=20s では 10 秒，TN=60s では 30 秒）は計算値が存在しない．前半の w/o rev と TN=0.2s
は累積誤差の影響で計算結果がグラフの範囲外になっている．TN=1s ではグラフの範囲内ではあるがまだ修正が

不足していて，TN=20s，TN=60s では比較的同様の上下変位が求められた．実海域における波周期を考慮すると

60 秒程度の区間での移動平均が適切であるといえる． 
 

図 4.2 計算結果（上下変位） 
 

加速度から船体の上下変位を求める際に移動平均が必要であることを確認した．検討した方法で実用化に向け

て船体動揺の除去プログラムを作成した． 
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5． まとめ 

 
波向を簡便に求める方法として，相互相関関数のピークの時間差から求める方法と，クロススペクトルを用い

て求める方法を検討した．  
計算プログラムを作成し，シミュレーション波形により検証を実施した．海洋で遭遇する波を仮定した波高・

波周期・スペクトル形状の波を生成して検証し，設定波向と推定波向との差がおおよそ±10 度以内で推定できて

いることを確認した． 
クロススペクトルを用いて波向を求める方法において，相互相関関数の積分範囲によって波向推定結果が異な

ることから，積分範囲を卓越角周波数の波数 NW を用いて表現することを検討した．コヒーレンスを用いた検証

により NW=3~5 とすることが今回の波形では妥当であることを示した． 
10 台の波高計による検証結果より波高計の成す角が度以上度以下でかつ相互相関関数のピークの積が

以上のデータについては精度よく推定できていることを示した．その推定値を抽出して最終波向を平均値とする

ことで設定波向と推定波向との差が度以内になることを示した． 
 前進速度を考慮した波形により波向を推定すると，前進速度がない場合と比較して設定波向との差が大きくな

る結果（最大で 30 度程度）であった．そこで相互相関関数の積分計算においてウィンドーを用いることによって

前進速度がない場合と同等の精度で推定できることを示した．ウィンドーとして hanning と parzen の 2 種類を検

討し，parzen を用いた方がより設定波向と推定波向の差が小さいことを示した． 
クロススペクトルより波向を求める方法では，風浪とうねりのように 2 方向波でそれぞれの角周波数が異なる

場合には対応した波向が得られるため有用である．一方で相互相関関数のピークより計算する波向は計算方法が

非常に単純であることから波全体のおおよその波向を 1 つ求める際には有用であるが，多方向波で複数の角周波

数が混ざり合った波には適用できない．目的に応じていずれかの波向推定方法を選択し，2 つの推定結果から複

合的に実際の海象状況を考察することで，モニタリング解析等においては波浪中抵抗増加の推定精度向上に資す

ることができる． 
 船体に波高計と加速度計を設置することを想定して船体運動の除去について検討した．検証により加速度を 2
階積分して上下変位を求める際には移動平均により累積誤差を除去する必要があることを確認し，プログラムに

実装した． 
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